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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 13 日
国立研究開発法人
国立成育医療研究センター理事長

五十嵐 隆
◎調達機関番号 823 ◎所在地番号 13
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 女性の健康総合センター整備工事
（再公告）
 工事場所 東京都世田谷区大蔵２10１

国立研究開発法人国立成育医療研究セン
ター内
 工事内容 女性の健康総合センター新築鉄
骨造地上５階建 建築面積 192396、延
床面積 751224、立体駐車場新築 鉄骨
造地上２階建、建築面積 162032、延床
面積 292822
＊上記にかかる建築工事、電気設備工事、
機械設備工事、外構工事

 工期 令和８年５月18日から令和10年12月
20日まで。部分完成（立体駐車場）令和10年
４月20日
 本工事は、「建築工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 週休２日促進工事 本案件は、受注者が工
事着手前に発注者に対して週休２日に取り組
む旨を協議した上で工事を実施する週休２日
促進工事である。
 ワンデーレスポンス実施対象工事 本案件
は、ワンデーレスポンス実施対象工事である。
 入札方法 入札金額については、購入物品
のほか納入に要する一切の費用を含めた額と
すること。落札決定にあたっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず見積もった金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 次の、又はのいずれにも該当しない
者であること。
 特別な理由がある場合を除き、契約を締
結する能力を有しない者及び破産者で復権
を得ない者。なお、未成年者、被保佐人又
は被補助人であって、契約締結のために必
要な同意を得ている者は、特別の理由があ
る場合に該当する。
 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れる者で、その事実があった後一定期間経
過していない者。これを代理人、支配人そ
の他の使用人として使用する者についても
同様とする。なお、期間等については国立
研究開発法人国立成育医療研究センター理
事長から発出した契約指名停止等措置要領
に基づく指名停止期間等を適用する。
一 契約履行に当たり、故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物件の品質若
しくは数量に関して不正の行為をした
者。

二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正な利益を
得るための連合をした者。

三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が
履行することを妨げた者。

四 監督又は検査の実施に当たり職員及び
経理責任者が委託した者の職務の執行
を妨げた者。

五 正当な理由なく契約を履行しなかった
者。

六 前各号のいずれかに該当する事実が
あった後２年を経過しない者を契約の
履行に当たり、代理人、支配人その他
の使用人として使用した者。

七 前各号に類する行為を行なった者。
 に該当する者を入札代理人として使用
する者。

 令和７・８年度の厚生労働省競争参加資格
における「建築一式」に係る一般競争参加資
格の認定を受けていること。（会社更生法に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立
てをした者については、手続開始の決定後、
大臣官房会計課長が別に定める手続に基づく
一般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）
 厚生労働省から関東甲信越地域における
「建築一式工事」に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定の際に客観的事項（共通事項）
について算定した点数（以下「客観点数」と
いう。）が1100点以上であること。また、
の再認定を受けた者にあっては、当該再認定
の際に客観点数が1100点以上であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てをした者（の再認定を
受けた者を除く。）でないこと。
 次の各号に掲げる制度が適用される者に
あっては、この入札の入札書提出期限の直近
２年間（及びについては２保険年度）の
保険料について滞納がないこと。
 厚生年金保険
 健康保険（全国健康保険協会が管掌する
もの）
 船員保険
 国民年金
 労働者災害補償保険
 雇用保険
注）各保険料のうち及びについては、当
該年度における年度更新手続を完了すべ
き日が未到来の場合にあっては前年度及
び前々年度、年度更新手続を完了すべき
日以降の場合にあっては当該年度及び前
年度の保険料について滞納がない（分納
が認められているものについては納付期
限が到来しているものに限る。）こと。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に国立研究開発法人国立成育医療研
究センターの理事長から契約指名停止等措置
要領に基づく指名停止を受けていないこと。

 平成22年度以降に元請として完成、引渡し
が完了した次に掲げる工事の施工実績を有す
ること。
・同種の工事 医学または薬学系研究施設
（含む生化学実験室）で延床面積3500
以上の新築・増築の実績を有すること。
・類似の工事 研究施設または医療施設で延
床面積 3500以上の新築・増築の実績を
有すること。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
 『一級建築士』又は『一級建築施工管理
技士』の資格を有する者であること。
 平成22年度以降に、上記に掲げる完
成・引渡しが完了した工事の経験を有する
者であること。なお、当該経験が厚生労働
省及び他省庁が発注した工事のうち500万
円を超える請負工事にあっては、「工事成績
評定表」の評定点合計が65点未満のものを
除くこと。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
又はこれに準ずる者であること。なお、主
任技術者又は監理技術者を専任で配置する
場合においては、以下の期間は工事現場へ
の専任を要しない。
・請負契約の締結後、現場施工に着手する
までの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまで
の期間）については、主任技術者又は監
理技術者の工事現場への専任は要しな
い。なお、現場施工に着手する日につい
ては、請負契約の締結後、監督職員との
打合せにおいて定める。
・工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、
事務手続、後片付け等のみが残っている
期間については、主任技術者又は監理技
術者の工事現場への専任を要しない。な
お、検査が終了した日は、発注者が工事
の完成を確認した旨、受注者に通知した
日（例 「完成検査確認通知書」等にお
ける日付）とする。
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